
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

入札要領書  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構  

  

 

平成３１年２月１２日



 

 

（総  則） 

第一 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構（以下「機構」という）が実施する入札は、別に示した事項のほか、この

要領書の定めるところにより行う。 

２ 入札に参加する者（以下「入札者」という）は、入札後においては、この要領書に示す事項、図面、仕様書及び契約

書（案）の不知又は不明を理由として異議を申し立てることができない。 

３ 機構が実施する入札及びそれに基づく契約は、別に指示する場合を除き、日本語で行う。 

 

（入札前の確認等） 

第二 入札者は、入札の前に、機構の職員から入札参加資格のある者であることの確認を受けなければならない。 

 

（入札参加資格） 

第三 入札者は、物品の製造、買入、売り払い、役務提供等については国の各省各庁における競争契約の参加資格（全

省庁統一資格）、建設・測量・コンサルティング業務については文部科学省建設工事競争参加資格を有する者（以

下あわせて「有資格者」という）とする。 

2特別の理由がある場合を除くほか、次の各号の一に該当すると認められる者は、入札に参加することができない。 

（１） 機構の定め及び物品の製造・買入・売り払い、役務提供等については国の定め、建設・測量・コンサルティング業

務については文部科学省の定めにより競争参加資格の停止の措置を受けている者 

（２）  未成年者（営業許可を受けている者を除く。）、成年被後見人、被保佐人及び被補助人などの契約を締結する

能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者 

（３） 組合（官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律（昭和 41年法律第 97号）第 2条第 1項第 4号

に規定する組合)を直接又は間接に構成する組合員及び事業者であって組合が受注を希望する品目に係る事業

と同一の事業を行っているものが前号の規定に該当する場合の当該組合 

（４） 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する業者又はこれに準ずるものとして、建設工事及び測量等、

物品の販売及び役務の提供等の調達契約からの排除要請があり、当該状態が継続している者 

（落札の基本的要件） 

第四  第三者をして物品を貸し付けようとする者にあっては、当該物品を自ら貸し付ける能力を有するとと

もに、第三者をして貸し付ける能力を有することを、第三者をして物品の貸付を行えることの証明書

（様式４）をもって証明することとする。 

 

（質問書の提出） 

第五  入札者は、図面、仕様書、その他契約条件に関する質問があるときは、質問書（参考様式３）を提

出することとする。 

 

（入札の実施方法） 

第六  入札者は、次に示す証明書等を提出しなければならない。 

（１）競争参加資格審査結果通知書の写し（指名競争の場合を除く） 

（２）入札者が代理人及び復代理人によって入札しようとするときは、委任状（参考様式１） 



 

（３）入札書（様式２） 

（４）第三者をして物品を貸し付けようとする者にあっては、証明書 

２ 提出された証明書等を審査の結果、履行できると認められた者に限り入札に参加できる。 

３ 入札者は、提出した証明書等について機構より説明を求められたときには、これに応じなければならない。 

 

（入札書の記載） 

第七  入札価格は、円貨をもって記載すること。 

２ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の８％※に相当する額を加算した金額をもって落札

価格とするので、入札者は、消費税に係る課税業者であるか免税業者であるかを問わず、見積もった契約金額の

108分の 100※に相当する金額を入札書に記載すること 。 

※消費税率の変更に伴い変更することがあるため個別案件毎に確認すること。  

 

（入札書の提出） 

第八 入札受付に遅れる者は、入札書を提出することができない。但し、遅れることについてやむを得ない理由があり、

入札前において入札者全員が認めた場合に限り入札に参加することを認めることがある。 

２ 入札書 は、第１回目の入札に限りこれを封かんし、その封皮の表面に自己の氏名（法人にあってはその名称）を記

載し、別に示した日時及び場所にこれを入札箱に投入するものとする。 

３  前項にかかわらず、総合評価方式及びコンピューター製品、コンピューターサービスの調達の入札においては、第１

回目の入札に限り入札書を封かんし、その封皮の表面に自己の氏名（法人にあってはその名称）を記載し、別に示し

た日時までに機構の担当者にこれを提出するものとする。 

４ 入札書は、コンピューター製品、コンピューターサービス等の調達であって、郵便入札を認めている場合は、書留郵便

をもって入札書の提出を行うことができる。 

 

（入札書の引換え等の禁止） 

第九 入札者は、入札書を入札箱に投入した後においては、その開札の前後を問わずこれを引き換えもしくは変更し又

は取り消すことができない。 

２ 機構は、投入された入札書及び入札のために提出された入札者の文書（技術提案に係るものを含む）を返還しない。 

 

（退  去） 

第十 入札の執行中、入札場所において次の各号の一に該当する行為があると認められる者があるときは、その者を入

札場外に退去させる。 

（１） 公正な競争の執行を妨げ又は妨げようとしたとき。 

（２） 公正な価格を害し又は不正の利益をうるための連合したとき。 

 

（入札の無効） 

第十一 次の各号の一に該当する入札は、無効とする。 

（１） 記名押印のない入札。 



 

（２） 金額の訂正をした入札及び不鮮明な入札。 

（３） 誤字、脱字等により意思表示が不明瞭である入札。 

（４） 明らかに連合によると認められる入札。 

（５） 同一事項の入札について他人の代理人を兼ね又は２人以上の代理をした者の入札。 

（６） 同一人によって同一事項に対して２通以上の入札があった場合の機構にとって有利な入札以外の入札。 

（７） 民法上、意思表示を無効とする事由のある入札。 

（８） 他の入札者の入札参加を妨害する行為、又は入札事務担当職員の職務執行を妨害する行為を行った者の入

札。 

（９） その他、入札に関する条件に違反した入札。 

２ 前項第３号の場合において事実に相違がないと認定できる場合に限り無効としない場合がある。この場合におい

て、その入札が落札となったときは、機構が正当な理由があると認め、延期の承認を与えた場合を除き、直ちにそ

の不備を補正しなければならない。 

 

（開札の方法） 

第十二 開札は、あらかじめ示した日時及び場所において、入札者の面前で行う。 

２ 開札にあたっては、落札又は不落札の判定及び当該開札に係る以下の内容を告げる。 

ｉ）予定価格の範囲内の価格での入札があった場合（落札の場合）には、落札者（最低価格入札者）名及びその入札金額、

落札者以外の入札者名とその入札金額。但し、売り払いに係る入札においては、落札者および入札金額。 

ｉｉ）予定価格の範囲内での価格での入札がなかった場合（不落札の場合）には、最低入札価格。 

ｉｉｉ）総合評価方式の場合は、ｉ）に替えて、落札者名とその入札金額及び評価点数、落札者以外の入札者名、入札金額

及び評価点数。 

３ 開札の結果、判定が不落札で再度入札を行う場合、公表した金額未満で応札できるときは、その金額を記入し、応札

できないときは入札金額欄に「辞退」と記入して入札箱に投入すること。 

 

（落札者の決定） 

第十三 価格評価方式による入札は、予定価格の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行い、かつ競争参加条件の

事前審査に合格した者を落札者とする。 

２ 総合評価方式による入札は、予定価格の範囲内で、あらかじめ機構が定める評価基準を満たすとともに、技術的

要素及び価格を総合的に評価して最適の申込みをした入札者を落札者とする。 

３ 前項の場合において、技術的要素の点数（以下、技術点という。）に小数点以下の数値が含まれる場合は、四捨五

入した数値をもって技術点とする。 

４ 第 2 項の場合において、総合的な評価点が同価の入札が二者以上あるときは、前項で四捨五入する前の数値を

基に総合的な評価点を算出する。 

５ 前四項の場合において、リースによる物品の貸付に関して落札者となるべき同価の入札が二者以上あるときは、

提出されたリース契約に係る申告書（様式５）において、より高い条件を提示した入札者を落札者とする。なお、より

高い条件を提示した入札者とは、次に掲げる①の事項に該当する入札者、①で落札者となるべき者が一者に決ま

らない場合は、②の事項に該当する入札者とする。 

①リース契約に係る申告書(様式５)２．において国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構の都合によるリース期

間中での中途解約を可に設定すると申告した入札者 



 

②リース契約に係る申告書(様式５)３．において再リース料は当初リース料の十分の一以下で受諾すると申告した

入札者 

６ 前五項の場合において、落札者となるべき同価の入札が二者以上あるときは、環境への取組みが、より高い者を

落札者とする。なお、環境活動に対する取組みが高い優れた入札者とは次に掲げる①から④までの事項のうち、満

たしている項目が一番多い者を落札者とする。ただし、３項目以上は同点とみなす。 

①環境会計公表②ＩＳＯ１４００１の報告を含む環境報告書発行③ＩＳＯ１４００１認証取得叉は同等の環境活動評価

プログラム実施④環境管理部門設置 

７ 前項の場合において、同等であった場合、くじで落札者を決定する。入札者がくじを引かないときは、入札に関係の

ない職員にくじを引かせる。 

８ 第１項及び第２項の場合において、落札となる者がないときは、直ちに再度の入札（再度入札）に付すことができ

る。 

９ 再度入札の場合は、土木・建築の入札に関しては当初入札を含め 2回まで、その他の契約については当初入札を

含め原則３回まで入札を行っても落札しない場合は、最終回目の最低入札者と随意契約に移行する、又は入札を

それ以降打ち切る場合がある。ただし、その他の契約については入札事務担当職員と立会人が協議のうえ、４回以

上実施する場合がある。 

１０ 次の各号の一に該当する場合は、最も有利な入札者を落札者としないことができる。 

（１） 契約の内容に適合した履行がなされないこととなるおそれがあると認められるとき。 

（２） その者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すおそれがあって、著しく不適当と認められるとき。 

 

（低入札価格調査制度）  

第十四   機構は、調査基準価格が設定されている入札において、調査基準価格を下回る入札が行われ

た場合には、落札の決定を留保し、当該基準価格を下回った入札者（「低入札者」という）に対し調査を行

う。 

２ 前項の調査にあたっては、低入札者からの所定の内容について報告を求め、事情の聴取を行う。  

３ その他調査及び手続きの詳細は機構が別に定めるところによる。  

４  機構は、調査後、適切な契約の履行がなされないおそれがある場合には、低入札者を落札者とせず、

予定価格の範囲内で有効な入札を行いかつ事前審査に合格した次順位者を落札とすることができる。機

構は、落札の決定 (次順位者の落札決定及び再度調査の場合も含む )について、すべての入札参加者に

通知する。 

 

（入札資料の取扱い） 

第十五   入札参加者は、仕様書等機構から受領した入札資料を当該入札に参加する目的以外に使用

してはならない。また、入札資料の取り扱いについて、別途機構の指示があった場合はこれに従わなけれ

ばならない。 

 

（契約書の締結） 

第十六  契約は、落札決定後、契約書を作成した時に成立するものとする。契約書は入札説明書等と共

に提示される契約書 (案 )による。 

 

（情報の公表） 



 

第十七   機構は、法令及び機構が定めるところにより、入札価格、入札者名等入札に関する情報につい

て公表する場合がある。 

 

第十八  

 削除  

 

（談合等の情報があった場合） 

第十九   機構は、談合に関する情報を取得した場合には、別に定めるところにより、入札者に事情の聴

取等を行う、または、入札の執行の延期若しくは取りやめることがある。  

 

（入札・契約の過程に係る苦情） 

第二十  機構が実施した又は、実施する入札・契約の過程に関する苦情は、以下のとおりとする。  

（１）  建設工事等に関しては、機構が定める「建設工事等における入札・契約の過程に係る苦情処理手

続実施要領」（契約部長通達 19-3 号）により、調達部長に対し苦情を申し立てることができる。  

（２）  コンピュータ製品又はコンピュータサービスに係る調達及びその他の入札・契約に関しては、書面に

より調達部長に対し苦情を申し立てることができる。  

 

 



 

 

入札時の注意事項 
 

 

１ 入札者は、消費税に係る課税事業者であるか、免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の１０８分の１０

０に相当する金額を入札書に記載すること（非課税取引にあっても１０８分の１００の金額を記載するので注意するこ

と）。 

※消費税率の変更に伴い変更することがあるため個別案件毎に確認すること。  

 

２ 落札となる者がないときは、機構は再度の入札（再度入札）に付すことができる。再度入札の回数は、土木・建築の
入札に関しては当初入札を含め 2回まで、その他の契約については当初入札を含め原則３回までとする。再度入札の

結果、落札となる者がないときは、最終回目の最低入札者と随意契約に移行する、又は入札を打ち切る場合がある。

ただし、その他の契約については入札担当者と立会人が協議のうえ、４回以上実施する場合がある。 

 

 

３ 入札は、不落札の場合は、最低入札金額のみを公表することとし、落札の場合は、落札者名及び落札金額並びに２

番札以降の応札者名及び応札金額を公表する。なお、不落随契に移行する場合は、最低入札金額の応札者名も公

表する。 

判定が不落札で再度入札を行う場合、公表した金額未満で応札できるときは、その金額を記入し、応札できないと

きは入札金額欄に「辞退」と記入して入札箱に投函すること。 

 

４ 第１回目の入札書に限り封筒に納入し、入札箱へ投函すること。 

 

５ その他 

(1) 委任状・・・・委任者に代表権があるか、代理人の印が押印されているか確認しておくこと。 

(2) 入札書・・・・入札者が代表者の場合、代表者印が押印されているか確認しておくこと。また、入札者が代理人又

は復代理人の場合、委任状に押印したものと同一の印であるか確認しておくこと。 

(3) 入札に際しては、入札要領書、図面、仕様書及び契約書（案）を熟知しておくこと。 

 

 

入札後、これらの不知または不明を理由として、異議を申し立てることはできない。 
 

 


